
Ⅰ章 北部保健所の概要
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１ 沿革

昭和12年４月 旧保健所法制定

中津保健所

昭和13年８月 中津市大字上宮永２丁目に保健所発足

27年４月 庁舎増築

53年６月 中津市中央町１丁目１０－４２に庁舎新築・移転

高田保健所

昭和19年10月 高田町大字玉津下町の民家を借りて業務を開始

20年５月 高田町大字御玉に民家を借用移転

26年６月 高田町大字玉津８７３番地に庁舎新築・移転

29年５月 市制度施行により高田町が豊後高田市となる。

57年12月 豊後高田市大字是永３９番地に庁舎新築・移転

宇佐保健所（四日市保健所）

昭和19年10月 宇佐郡四日市町大字四日市１２７０に仮事務所を置き業務を開始

21年１月 宇佐郡四日市町大字石田７３番地に移転

26年８月 宇佐郡四日市町大字四日市１５３４の１に庁舎新築・移転

42年４月 宇佐市発足により四日市保健所を宇佐保健所と改称

49年12月 宇佐市大字法鏡寺２３５の１に庁舎新築・移転

宇佐高田保健所

平成９年４月 宇佐高田保健所発足。２部６課制となる。

宇佐高田県民保健福祉センター

平成17年４月 宇佐高田県民保健福祉センター発足。２部７課制となる。

宇佐豊後高田県民保健福祉センター

平成18年４月 宇佐高田県民保健福祉センターを宇佐豊後高田県民保健福祉センターに改称

北部保健所

平成20年４月 保健所再編により、宇佐豊後高田県民保健福祉センターと中津保健所を統合し、

北部保健所発足。豊後高田市に豊後高田保健部を置く。
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２ 組織及び職員数

（１）組織及び職員数

（１１名）

(所長・次長を含む)

食 品 衛 生

・ 薬 事 班

（１３名）

生 活 衛 生

・ 環 境 班

診療放射線

（兼）

（１３名）

食 育 栄 養

指 導 担 当

（５名）

(部長を含む)

（３名） 結核対策、感染症対策、介護保険等

部長

〈豊後高田保健部〉

健康安全・衛生課
医務、各種営業許可、精神保健、予算執行

食品衛生、医薬品等の安全管理、薬物乱用防止、環境衛生

生活衛生、動物愛護等

地 域 保 健 課
母子保健、児童虐待予防、生活習慣病対策

健康増進（歯科保健含む）、看護対策、精神保健、難病対策

健康増進・生活習慣病対策（栄養分野）

〈北部保健所〉

疾病対策班
精神保健、難病対策、結核対策、感染症対策

エイズ対策、肝炎相談、介護保険等

食育、栄養改善

特定給食施設指導、食品表示指導

地 域 保 健 課
母子保健、児童虐待予防、生活習慣病対策

健康増進(歯科保健含む)、介護予防、看護対策等
健康増進班

検 査 担 当
食品細菌検査、食中毒検査、結核菌検査

検便検査、感染症等検査、感染症診査協議会

エックス線撮影

環境衛生、生活衛生、動物愛護等

企画福祉班
企画調整、健康危機管理、医務、献血推進

各種統計、地域福祉等

衛 　生 　課
食品衛生、医薬品等の安全管理

薬物乱用防止等

所長 次長 健康安全企画課 総 務 班
各種営業許可、精神保健、温泉業務、指定難病

医療従事者等免許、被爆者手帳、予算執行等
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（２）職種別職員配置状況

（単位：人） 平成28年4月1日現在

9 9 2 2

1 1

3 3

(2) (2)

6 6 1 1

1 1 2 1 1

(2) (2)

2 2

(3) (3) (3) (3)

(2) (2)

2 2

12 1 11 3 3

(1) (1)

1 1

(3) (3) (10) (8) (2)

37 1 10 13 13 8 1 4 3

注意：（　　）は兼務職員（外数）

技 師

動 物 管 理 技 術 員

計

獣 医 師

臨 床 検 査 技 師

診 療 放 射 線 技 師

管 理 栄 養 士

保 健 師

事 務 補 佐

健康安全
・衛生課

地  域
保健課

一 般 事 務

医 師

化 学

薬 剤 師

北　部　保　健　所 豊　後　高　田　保　健　部

現員 所長
健康安全
企 画 課

衛生課
地  域
保健課

現員 部長
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３ 定例業務

予約により又はあらかじめ日時を定めて、次の業務を実施しています。

 北部保健所

曜 日 受 付 時 間 備考

毎月第２火曜日 10:00～12:00 予約制

― ― 予約制

毎週火曜日 9:00～11:30

― ― 予約制

 豊後高田保健部

曜 日 受 付 時 間 備考

毎月第３木曜日 14:00～16:00 予約制

毎月１回
（第２又は第３月曜日）

9:00～11:00

肝炎ウイルス（Ｂ型・Ｃ型）検査

食 品 検 査

エイズ（ＨＩＶ抗体）検査

予約制

項 目

毎月２回水曜日
（開催週は不定期）

 9:00～11:00

項 目

骨 髄 提 供 希 望 者
ド ナ ー 登 録 の 受 付

精 神 保 健 福 祉 相 談

検 便

精 神 保 健 福 祉 相 談

検 便
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４ 業務概要

健 康 安 全 企 画 課

（豊後高田保健部は健康安全・衛生課）

（１）総務関係

予算管理、人事管理、庁舎管理といった一般庶務のほか、医療従事者免許の受付事務、食品・薬

局・旅館業等の営業許可、温泉に関する許可などを所管している。

また、精神障がい者の入・退院事務、原爆被爆者への被爆者手帳の交付や健康診断等を行ってい

る。

（２）企画・福祉

保健所機能強化に係る企画調整、健康被害に対して迅速かつ的確な対応が図られるよう、健康危

機管理体制の整備に努めるほか、医療法に係る許認可事務、医療機関の立入検査、肝炎医療の受給

認定、人口動態・病院報告・地域保健事業報告などの各種衛生統計等を所管している。

また、保健所行動計画を策定し、年度毎に重点的に取り組む事業等を明らかにするとともに、各

種保健統計の分析や調査研究を進め、地域保健の広域的、専門的かつ技術的拠点としての機能強化

を図っている。

なお、福祉関係では、ユニバーサルデザイン出前授業の実施のほか、高齢者福祉分野での介護保

険事業所更新申請事務、新百歳の方への祝品の伝達、障がい者福祉分野での障がい者福祉ネットワ

ーク会議の運営、身体障がい者・知的障がい者相談員合同研修会の実施、精神保健福祉に関する業

務等、地域の福祉の向上に努めている。

衛 生 課

（豊後高田保健部は健康安全・衛生課）

（１）食品衛生

食中毒など飲食に起因する危害の発生を防止し、食品の安全確保を図るため、食品営業施設等の

監視・指導を行うとともに、食品衛生協会を中心に、自主管理体制の確立を図っている。一方、消

費者に対しては、食品衛生月間の街頭広報やマスコミを利用した積極的な情報発信により、衛生知

識の普及啓発を行っている。

特に近年では、夏場は病原性大腸菌やカンピロバクター・ジェジュニなど、生肉を汚染している

ことの多い菌に起因する食中毒、冬場はノロウイルスによる食中毒など、一年を通じて食中毒が発

生していることから、食品衛生監視機動班を中心に飲食店、弁当屋、仕出し屋、量販店、食品製造

施設に立ち入り、自主管理体制の推進を図っている。加えて、平成２７年に食品表示法が施行され

たことに伴い、食品表示適正化のための監視指導も行っている。

また、ふぐ中毒防止強化月間（１０月）や年末食品一斉取締りなど、時宜を得た取組を実施して

いる。

（２）医薬品等の安全管理

薬局、医薬品販売業者、毒劇物販売業者に対して、医薬品や毒劇物の保管管理、取扱い状況につ

いて監視指導を行っている。

毒物劇物取り扱い施設に対しては、保管・貯蔵状況等を把握する実態調査を行い、事故や盗難の

未然防止を図っている。

麻薬や向精神薬の適正管理については、薬事監視や医療機関の立入検査時に指導を行っている。

薬と健康の週間（１０／１７～１０／２３）には、大分県薬剤師会等業界の協力を得て、医薬品

の正しい知識の普及啓発を図っている。
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（３）薬物乱用防止

平成２７年、全国での覚せい剤の押収量は４３０㎏、薬物事犯検挙者は１万３千人を超えており、

「第３次覚せい剤乱用期」の深刻な状況が続いている。さらに、危険ドラッグや大麻などを使用す

る若者の増加や、中・高校生への低年齢化など危機的状況にある。

このため、薬物乱用の恐ろしさを早期に周知することを目的に警察等と連携し、中学・高校生を

対象に薬物乱用防止講座を開催するなど啓発を強化している。

また、薬物乱用防止指導員北部地区協議会やボランティアの協力のもと、大分県「ダメ。ゼッタ

イ。」普及運動を展開し、地域社会から薬物乱用をなくす運動を進めている。

（４）環境衛生関係業務

産業廃棄物の適正処理を目的に産業廃棄物排出事業者及び同処理業者の監視指導、並びに産業廃

棄物処理業等の許認可業務を行っている。

産業廃棄物処理業協会などの外郭団体の育成指導を行う一方で、警察と協力し不適正処理業者の

摘発を行うなど、多方面から産業廃棄物の適正処理の推進にあたっている。

また、公共用水域の水質汚濁防止を図るために、河川水及び大規模な工場や事業場の排水調査を

行うとともに、県民の親水意識を醸成するために、県が平成２６年度から始めた「豊かな水環境創

出事業」により地元自治会等と水環境保全活動に取り組んでいる。

（５）生活衛生関係業務

当所管内の水道普及率は県下の平均普及率に比較して低いので、市に対し水道事業の必要性を積

極的に働きかけるとともに、将来的にも公営水道の整備が困難な小規模集落については、生活用水

確保のための代替水源開発や維持管理が容易な施設の整備に取り組むよう、支援を行っている。

理容所、美容所、旅館業等の営業施設に対しては監視指導及び許認可業務を行い、それぞれの施

設の衛生確保を図っている。

旅館、公衆浴場等入浴施設におけるレジオネラ症防止対策の周知徹底を図るため、立入調査と経

営者への指導を行っている。

また、規模の大きな店舗など、特定建築物として届出された施設に対して立入検査を行い、空気

環境などが適正に維持されるよう指導を行っている。

（６）狂犬病予防及び動物愛護業務

狂犬病予防法及び大分県動物の愛護及び管理に関する条例に基づき、放し飼いの取り締まりや野

犬等の捕獲を行い、咬傷事故などの犬による危害防止を図っている。とくに飼犬指導班による捕獲

・指導業務は、前年度に咬傷事故が発生した地区や苦情件数の多い地区を重点地域として、年間を

通じて巡回指導を行っている。

また、動物の愛護及び管理に関する法律に基づき、犬・猫を中心とした家庭動物の適正飼養や終

生飼養などの指導を行うとともに、啓発行事や犬・猫の譲渡事業を実施している。

なお、平成２４年９月に動物の愛護及び管理に関する法律が改正され、平成２５年９月に施行さ

れたため、県民に改正法の周知を図るとともに第一種動物取扱業者等に対する新たな規制について

的確な運用に努めた。

（７）試験検査

①防疫及び細菌学的検査

赤痢やＯ１５７等感染症患者発生に伴う緊急時の防疫検査をはじめ、給食施設従業者、食品関

係従業者、水道給水従業者等の定期検便、Ｏ１５７検便を実施し、食中毒や感染症の予防、拡散

防止のためのデータを提供している。

②食品検査

食品衛生監視機動班の年間収去計画に基づき食肉、食肉製品、魚練り製品、惣菜、冷凍食品食

材等様々な食品の細菌検査を実施している。また依頼検査も受付けている。

細菌検査については「大分県の食品衛生検査施設等における検査等の業務管理要綱」に基づき、

食品薬品安全センターが実施している外部精度管理調査に参加し、データの信頼性確保に努めて

いる。

③ＨＩＶ迅速検査

大分県ＨＩＶ検査実施要領に基づき、迅速検査を実施している。確認検査が必要なときは、衛

生環境研究センターに依頼する。
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地 域 保 健 課

（１）母子保健

乳幼児の健康の保持増進を図るとともに、心身の発育・発達に不安のある児及び保護者に対して

巡回相談、長期に療養を必要とする児やその保護者に対しては保護者交流会や支援者の連絡会議や

研修を開催し療育事業の推進に努めている。また、関係機関との連携を深め､母子保健支援体制の

整備に努め、虐待の発生を予防している。

さらに、育児不安をかかえる母親等が、安心して子供を産み、ゆとりをもって健やかに児を育て

るための育児支援する地域づくりに取り組んでいる。

（２）健康増進

住民の「健康寿命の延伸」に向けた「第二次生涯健康県おおいた２１」を推進するため、栄養・

食生活、運動、喫煙対策等を重点として、健康づくりの環境整備を図っている。

また、地域・職域健康づくり検討会の開催により、働き盛りの住民の健康づくりとも連動した、

生涯を通じた継続的な保健サービスの提供体制の構築に努めるとともに、市のまちづくりや地区組

織(食生活改善推進協議会､愛育班等)活動についても支援を行っている。

（３）栄養、食生活改善

県民が健全な食習慣を実践するために、管内各市及び県の食育関係機関を構成員とする北部地域

食育推進連絡協議会を中心に、地域の実情にあわせた連携した食育の推進を図っている。

また、給食施設(医療機関、福祉施設）や地域において切れ目のない食支援ができるよう、栄養

士を対象とした研修や情報交換を行っている。さらに食品の製造販売者及び消費者を対象に、食品

表示基準や健康増進法に基づく虚偽・誇大広告違反についての普及啓発を行うなど健康づくりのた

めの食環境整備を行っている。

（４）精神保健福祉対策

社会生活の複雑化、人間関係の希薄化等「心の健康」を損なう要因が増加しており、うつ病や自

殺者の増加等様々な問題が生じている。これらの問題に対応するため、相談窓口の拡大・充実並び

に関係機関や地域住民との連携を密にするための連絡会やケア会議を開催している。

さらに、自殺・うつ対策やひきこもり対策としては地域の関係機関の連携が不可欠であることか

ら、支援関係者の研修、個別の相談にも力を入れている。

また、受け入れ条件が整えば退院可能な精神障がい者の地域生活への移行に向けて、「精神障が

い者地域移行支援推進会議」を設置し、医療・保健・福祉関係機関と連携し、支援体制整備の推進

を図っている。

（５）難病対策

原因が不明で治療方針が未確立であり、経過が長期にわたるいわゆる難病のうち厚生労働大臣が

定める「指定難病」について、医療費の負担軽減を目的に、平成27年1月施行の「難病の患者に対

する医療等に関する法律」に基づいて医療費助成が行われている。

また、難病患者地域支援ネットワーク事業として、保健・医療・福祉の総合的なサービスの提供

を要する難病患者に対し、地域の医療機関、介護保険サービス事業者等の関係機関との連携の下、

療養や介護などの不安解消を図り地域で安心して療養生活が送れるよう、きめ細かで適切な在宅療

養支援を行っている。

（６）結核対策

感染のハイリスク集団である高齢者と関わりの多い医療関係者や社会福祉施設職員を対象に結核

対策研修を実施している。患者支援として地域ＤＯＴＳにも積極的に取り組み、地域における結核

支援体制整備の推進を図っている。
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（７）感染症対策

法定感染症発生時の迅速な対応について、職員や関係者の意識並びに資質の向上、技術の醸成を

図っている。

エイズ予防対策としては、高校との連携や広報活動を通じて正しい知識の普及啓発を行っている。

ＨＩＶ抗体検査についても、毎月２回実施している他、検査普及週間や世界エイズデーに夜間検

査を導入している。

（８）介護保険

介護保険制度が適正に運営されるように、介護認定審査会委員・認定調査員の研修を行い資質の

向上を図っている。

また、地域ケア会議や地域包括支援センター会議等をとおして、高齢者の自立支援をめざした地

域包括ケアシステムの構築に取り組んでいる。

（９）看護職等対策

看護大学生等の地域看護実習を受け入れ、地域保健活動についての知識や理解を深めるため指導

を行っている。

また、管内の保健師や看護師等の連絡会・研修会や事例検討をとおして、地域の保健医療関係専

門職の資質の向上に努めている。

さらに、管内市役所や病院等の協力により、「看護の日事業」として高校生対象の「ふれあい看

護体験」や看護の日啓発キャンペーン等を実施し、看護に対する理解を深める普及啓発活動を行っ

ている。

平成１８年度からは、地域の看護職との連携を図りながら、看護職員の確保定着と質の向上を目

的とした「看護の地域ネットワーク推進事業」に取り組んでいる。


